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政治資金規正法【事件の関係部分の抜粋】 

（昭和二十三年七月二十九日法律第百九十四号） 

 

（政治活動に関する寄附又は政治資金パーティーの対価の支払への公務員の関与等の制限）  

第二十二条の九  国若しくは地方公共団体の公務員又は特定独立行政法人（独立行政法人通則法 

（平成十一年法律第百三号）第二条第二項 に規定する特定独立行政法人をいう。以下同じ。）若し

くは特定地方独立行政法人（地方独立行政法人法 （平成十五年法律第百十八号）第二条第二項 

に規定する特定地方独立行政法人をいう。以下同じ。）の職員で次に掲げるものは、その地位を利

用して、政治活動に関する寄附を求め、若しくは受け、若しくは自己以外の者がする政治活動に関

する寄附に関与し、又は政治資金パーティーに対価を支払つて参加することを求め、若しくは政治

資金パーティーの対価の支払を受け、若しくは自己以外の者がするこれらの行為に関与してはなら

ない。  

一  国家公務員法第二条第二項 に規定する一般職に属する職員（顧問、参与その他の非常勤職

員で政令で定めるものを除く。）  

二  裁判所職員臨時措置法 （昭和二十六年法律第二百九十九号）に規定する裁判官及び裁判官

の秘書官以外の裁判所職員（非常勤職員で最高裁判所の規則で定めるものを除く。）  

三  国会職員法 （昭和二十二年法律第八十五号）第一条 に規定する国会職員（同法第二十四条

の三 に規定する国会職員及び両議院の議長が協議して定める非常勤職員を除く。）  

四  自衛隊法 （昭和二十九年法律第百六十五号）第二条第五項 に規定する隊員（同法第七十一

条第一項 の規定による訓練招集命令により招集されている者以外の予備自衛官、同法第七十

五条の五第一項 の規定による訓練招集命令により招集されている者以外の即応予備自衛官及

び同法第七十五条の十一第一項 の規定による教育訓練招集命令により招集されている者以外

の予備自衛官補を除く。）  

五  地方公務員法第三条第二項 に規定する一般職に属する職員（地方公営企業等の労働関係

に関する法律 （昭和二十七年法律第二百八十九号）第三条第四号 に規定する職員で政令で定

めるもの及び同法 附則第五項 に規定する単純な労務に雇用される職員を除く。）  

六  地方公営企業法 （昭和二十七年法律第二百九十二号）第七条 に規定する管理者  

２  何人も、前項各号に掲げる国若しくは地方公共団体の公務員又は特定独立行政法人若しくは特

定地方独立行政法人の職員に対し、同項の規定により当該公務員又は職員がしてはならない行為

をすることを求めてはならない。  

 

 

第二十六条の四  次の各号の一に該当する者は、六月以下の禁錮又は三十万円以下の罰金に処す

る。  

一  第二十二条の七第一項の規定に違反して寄附のあつせんに係る行為をした者（団体にあつて

は、その役職員又は構成員として当該違反行為をした者）  

二  第二十二条の八第四項において準用する第二十二条の七第一項の規定に違反して対価の支

払のあつせんに係る行為をした者（団体にあつては、その役職員又は構成員として当該違反行

為をした者）  
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三  第二十二条の九第一項の規定に違反して政治活動に関する寄附を求め、若しくは受け、若しく

は自己以外の者がする政治活動に関する寄附に関与し、又は政治資金パーティーに対価を支払

つて参加することを求め、若しくは政治資金パーティーの対価の支払を受け、若しくは自己以外の

者がするこれらの行為に関与した者  

四  第二十二条の九第二項の規定に違反して同条第一項各号に掲げる国若しくは地方公共団体

の公務員又は特定独立行政法人若しくは特定地方独立行政法人の職員に対し同項の規定によ

り当該公務員又は職員がしてはならない行為をすることを求めた者（団体にあつては、その役職

員又は構成員として当該違反行為をした者）  

 

 

第二十八条  第二十三条から第二十六条の五まで及び前条第二項の罪を犯し罰金の刑に処せられ

た者は、その裁判が確定した日から五年間（刑の執行猶予の言渡しを受けた者については、その裁

判が確定した日から刑の執行を受けることがなくなるまでの間）、公職選挙法 に規定する選挙権及

び被選挙権を有しない。  

２  第二十三条、第二十四条、第二十五条第一項、第二十六条、第二十六条の二、第二十六条の四

及び前条第二項の罪を犯し禁錮の刑に処せられた者は、その裁判が確定した日から刑の執行を終

わるまでの間若しくは刑の時効による場合を除くほか刑の執行の免除を受けるまでの間及びその

後五年間又はその裁判が確定した日から刑の執行を受けることがなくなるまでの間、公職選挙法 

に規定する選挙権及び被選挙権を有しない。  

３  裁判所は、情状により、刑の言渡しと同時に、第一項に規定する者に対し同項の五年間若しくは

刑の執行猶予中の期間について選挙権及び被選挙権を有しない旨の規定を適用せず、若しくはそ

の期間のうちこれを適用すべき期間を短縮する旨を宣告し、又は前項に規定する者に対し同項の

五年間若しくは刑の執行猶予の言渡しを受けた場合にあつてはその執行猶予中の期間のうち選挙

権及び被選挙権を有しない旨の規定を適用すべき期間を短縮する旨を宣告することができる。  

４  公職選挙法第十一条第三項 の規定は、前三項の規定により選挙権及び被選挙権を有しなくなる

べき事由が生じ、又はその事由がなくなつたときについて準用する。この場合において、同条第三

項 中「第一項 又は第二百五十二条 」とあるのは、「政治資金規正法第二十八条」と読み替えるも

のとする 

 


